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令和８年度

経営支援課

事業説明



１．島根県よろず支援拠点事業

２．経営力向上ハンズオン支援事業

３．国際規格等認証取得促進事業

４．ものづくりアドバイザー派遣事業

５．ものづくり工場管理実践塾

６．生産性向上プログラム

７．経営基盤再構築伴走支援事業
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経営支援課の紹介事業
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１．島根県よろず支援拠点事業（①ワンストップ相談窓口）

「よろず支援拠点」は、中小企業、小規模事業者の皆様からの、経営上のあらゆる
ご相談にお応えするために、国が全国に設置した無料の経営相談所です。

中小企業・小規模事業者の皆様の売上拡大、経営改善など、経営上のあらゆる
お悩みの相談に対応します。

【対象】中小企業・個人事業主や創業予定者の方
    ※ＮＰＯ法人・一般社団法人・社会福祉法人等の中小企業・小規模事業者に類する方も対象です。

【相談時間】 1回 約60分 （事前予約制）

【相談対応】創業支援・経営改善から、労務・法務、IT、デザイン、広報・PR、

プロモーション、WEB活用など幅広い分野のコーディネーター25名配置。

セミナーや出張相談会も開催し、専門的な経営課題に対応します。
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１．島根県よろず支援拠点事業（②生産性向上支援センター）

生産性を向上させて賃上げUPを後押し
業務の見える化、ムリムラムダの削減、作業の標準化、導線の効率化、デ
ジタル活用、省力化投資の検討など、状況に応じた最適な一歩を一緒に考
えます。さまざまな規模・業種の中小企業の皆さまの活用をお待ちしてい
ます。

[対象] 生産性向上を目指す中小企業・小規模事業者の方
※

飲食・宿泊業・小売業・生活関連サービス業・その他サービス業・製造業・運輸業・建設業の８業種を重点的に支援。

※ＮＰＯ法人・一般社団法人・社会福祉法人等の中小企業・小規模事業者に類する方も対象です。

[支援方法] 現場訪問(10回程度)型で伴走支援
≪支援の流れ≫  窓口相談→支援同意書提出→現場訪問→分析→計画書策定

   →サポーターによる支援→目標達成→支援完了同意書提出

[支援内容の例]

自動化・IOT、スタッフ業務改革、プロセス改革、改善職場づくり、作業環境の整備

※中小企業省力化投資補助金（一般型）の採択審査において加点あり（2026年夏以降の公募開始から実施予定）

New！
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１．島根県よろず支援拠点事業 （相談会場）

【出張相談】下記の場所等で随時開催！

●島根県立図書館 松江市内中原町52
●江津商工会議所 江津市嘉久志町2306ｰ4

島根県よろず支援拠点は、松江・出雲・石見に拠点を設け、小規模事業者・中小企業
者の皆様の経営相談に対応しています。

New！

松江オフィス

松江オフィス
松江市北陵町1 テクノアークしまね内

松江商工会議所ビル5F
松江市母衣町55-4

ゆめっくす北陵
松江市北陵町52-2

出雲サテライト
オフィス

ミライビジネスいずも
出雲市斐川町神氷2535-10
いずも企業交流館内

出雲商工会議所ビル４F
出雲市大津町1131-1

浜田サテライト
オフィス

浜田サテライトオフィス
浜田市相生町1391-8
シティパルク２F内

益田サテライト
オフィス

益田サテライトオフィス
益田市高津町イ2577-34

SEASAIDE COMMUNITY NALU 2F

New！
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１．島根県よろず支援拠点事業 （相談予約）

ホームページから相談予約申し込みが可能です。 https://www.yorozu-shimane.go.jp/

①ワンストップ窓口

 ●2ヶ月分の相談日と相談会場が確認できます。
ホーム＞相談日カレンダー

 ●各コーディネーターの予約空き状況が確認
ができます。
ホーム＞コーディネーター＞（各COの）詳しく見る

 ●空き状況を確認してWebから予約申込みが
できます。
ホーム＞コーディネーター＞（各COの）詳しく見る＞
 コーディネーター予約申込（カレンダー上の○をクリック）

②生産性向上支援センター

 ●相談窓口に直接お問い合わせください。

まずはお気軽にご相談ください
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中長期的な視点に立った自立的な経営に向けて、財団職員による支援チームが
経営力の向上に意欲のある県内中小企業を経営診断の上、経営課題を抽出し、
自走化に向けたアクションプラン実行を伴走支援します。

２．経営力向上ハンズオン支援事業

コース 概 要

１．経営診断コース
（2ヵ月程度）

・現状分析（環境分析、財務分析、現場分析）
・経営者・従業員ヒアリング
・経営課題抽出、アクションプランの策定

２．経営診断＋課題解決
プロジェクトコース
（６ヵ月程度）

・上記の経営診断コース
・アクションプラン実行の伴走支援
（例）➢ 定例会のファシリテートを軸としたアクションプランのPDCAサポート

          ➢ 実行の阻害要因を取り除くサポート
          ➢ 支援メニューのコーディネート

③支援内容

②対象者
・島根県内に主たる事業所を有する中小企業支援法第２条で定める中小企業者

・財団職員のハンズオン支援チームとともに経営力の向上に取り組む意欲のある企業

①事業概要
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【R7年度支援事例①】
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【R7年度支援事例②】
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県内企業の成長分野進出、新規受注獲得などを目的としたISOシリーズ等の国際規格
や、食品製造業者の高度な衛生管理を目的としたHACCP等の認証規格を取得する際
に必要となる専門家経費や審査登録経費等を助成します。

ISOシリーズ…

FSSC22000…
HACCP認証規格※

ISO27001（情報セキュリティマネジメントシステム）
ISO14067（カーボンフットプリント検証）
JISQ9100（航空宇宙等特化のマネジメントシステム）
IATF16949（自動車産業特化のマネジメントシステム）
食品製造業向け食品安全マネジメントシステム
食品衛生管理方式 など

②助成内容

３．国際規格等認証取得促進事業

対象者 県内に事務所または事業所を有する中小製造業者、情報サービス業者

対象経費 専門家経費、審査登録経費 等

助成限度額 対象経費の１／２以内で、1件あたり1,000千円以内
※JFS等一部のHACCP認証規格の取得促進助成金は 300千円以内

公募期間 随時募集 ※予算額に達した時点で終了します。

①事業概要
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急速に進行する外的環境の変化に的確に対応していくために、県内ものづくり企業が実施する
QCD向上などの競争力強化の取組みを、専門家（ものづくりアドバイザー）を派遣すること
により支援します。

①事業概要

⑥募集期間

４．ものづくりアドバイザー派遣事業

②派遣テーマ

・経営力の向上（生産管理・現場改善・IT導入等）
・技術力の向上（新技術開発・技術改良）
・販路開拓  ・海外展開  ・再チャレンジ  ・事業承継
・脱炭素化（脱炭素化に向けた取り組みや新しいビジ 

ネスモデル構築等）

③支援対象者

県内に本社、支社、工場等を有するものづくり企業
・中小企業者（※個人事業主、みなし大企業を含む）

・創業者
・ものづくり企業連携支援事業により経営計画の

承認を受けたグループ

④派遣時間・回数 ⑤派遣費用

・上限：年間24時間（回数は計6回が上限） 無料 ※講師への謝金・旅費は財団負担

令和９年１月末まで
※実施期間は令和９年2月末まで

・上限：年間48時間（回数は計12回が上限）

三菱マヒンドラ農機関連特別枠

・新規取引先や新たな受注に対応するための加工技術
の習得

・新市場への参入を目指した新製品開発 等

・三菱マヒンドラ農機やリョーノーファクトリー
 と直接・間接の取引があり、売上全体の5％以上
（直近決算期または直近3か年の平均）を占めて
 いること

【活用例】

※ 所定要件を満たすことで、年間48時間（回数12回）まで実施可能な
「事業再構築型」「プロジェクト型」「企業連携型」あり。
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５．ものづくり工場管理実践塾

工場管理実践塾第１回 松江会場（R7.7.2開催）

ものづくり企業の２Sや現場改善をテーマとした実践型の集合研修を通じて、生産
現場改革・収益力向上に向けた課題抽出、課題解決に向けて支援します。

①事業概要

②対象者
県内ものづくり企業

③内容
現場改善の基礎知識を集合研修で習得、
自社で改善を実践していただきます。
最終報告会では受講生にその成果を発
表していただきます。

＜令和８年度実施予定講座＞

工場管理実践塾
■基礎編（2S・ムダ取り・作業改善）
・７月～来年1月までの4回コース
・松江会場、出雲会場の2会場で実施
・講師による個別フォロー実施

■上級編（原価講座等 ※企画準備中）
工場管理実践塾 成果報告会（R8.1.28開催）
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６．生産性向上プログラム

県内中小製造業者の生産性向上を目的に、株式会社島根富士通様の協力のもと、
身の丈にあったIT活用を推進しながら、現場で発生している課題を見える化し、
その解決に向けた具体的なアドバイスと改善活動を行う伴走支援を行います。

①事業概要

県内中小製造業
機械金属、電気・電子、素材等 ※食品製造業除く

②対象者

コース 概要 募集数

課題発見コース
● 指導回数３回
● 現場の現状分析・課題の洗い出し
● 終了後、改善コースへの移行可能

３社程度

改善コース
● 指導回数１０回
● 現地調査～改善の方向性～伴走支援

２社程度



７．経営基盤再構築伴走支援事業

大手メーカーの生産調整等の影響を大きく受ける県内受託事業者を対象に、経営基盤体制の
再構築や、抜本的な経営方針の見直し等を図る企業の取り組みに対して、外部専門家を活用
した伴走支援を行います。

①事業概要

②対象者
県内中小製造業 （機械金属、電気・電子、樹脂）

業績改善チーム

原価管理の見える化と精査による価格改定

受注改善チーム

生産性向上を目的としたスキルマップ構築

営業に関する戦略と管理の仕組みを構築

現状分析

•決算資料等による財務分析

•従業員アンケート
（社風把握・問題点抽出）

•管理者、従業員面談

アクションプラン実行
（月２回の伴走支援）

•労働分配率を踏まえた業績管理体制構築
（支援先の課題に応じた必要帳票を導入）

•支援先従業員による改善活動チームを立ち上げ、
 改善実行のフォローアップ

•次年度以降の事業計画策定支援

③支援フロー例

④令和７年度の取り組み成果事例

三菱マヒンドラ農機やリョーノーファクトリー と直接・間接の取引があり、売上全体の5％以上
（直近決算期または直近3か年の平均）を占めていること

三菱マヒンドラ農機関連特別枠
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